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（證券コード 6416）
令和５年６月14日

（電子提供措置の開始日 令和５年６月７日）
株 主 各 位

東京都大田区矢口一丁目５番１号
桂 川 電 機 株 式 会 社
取締役社長 渡 邉 正 礼

第78回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第78回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト http://www.kiphq.co.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東証ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名(桂川電機)又は証券コード(6416)

を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。
新型コロナウイルス感染防止の観点から、本総会につきましては、適切な感染防止対策を実

施させていただいたうえで、開催させていただきますが、株主の皆様におかれましては、株主
総会開催日時点での流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、ご来場くださいますようお願い
申しあげます。
当社の総会当日における感染防止対策及び株主様へのお願いにつきましては、３頁をご覧く

ださい。
なお、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考

書類をご検討願いまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、令和５年６月
28日（水曜日）午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１．日 時 令和５年６月29日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都大田区下丸子四丁目21番１号 当社下丸子本社会議室

（末尾の会場ご案内図をご参照ください）
３．会議の目的事項
報告事項 1. 第78期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

2. 第78期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役２名選任の件
第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
○議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきます。
○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。
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当社第78回定時株主総会開催にあたり、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、以下の
とおりご案内申しあげます。ご来場を予定される株主様におかれましては、何卒ご理解とご協力
を賜りますようお願い申しあげます。
＜株主様へのお願い＞
・当日ご来場になる全ての株主様が安心して審議いただける環境を確保する観点から、引き続き
感染防止策を講じるため、会場へ来場いただく際には、マスクの持参・着用をお願い申しあげ
ます。

・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方
は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・感染症拡大防止のため、総会会場の座席の間隔を拡げることから、ご用意できる席数が例年よ
り減少する可能性がございます。そのため、当日の入場を制限させていただく場合もございま
す。

・感染症拡大の状況次第では、やむなく会場や開始時刻が変更となる場合がありえます。その
他、今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、インターネット上の当
社ウェブサイトに掲載いたします。当日ご来場いただく場合は、事前にご確認くださいますよ
うお願い申しあげます。

当社ウェブサイト http://www.kiphq.co.jp/
＜当日の感染防止対策＞
・会場受付付近にアルコール消毒液を設置いたします。
・役員および運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で対応させていただき
ます。

・当社役員につきまして、感染拡大リスクの低減の観点から、株主総会当日の健康状態にかかわ
らず、一部の役員のみの出席とさせていただく可能性があります。

・株主総会の議事は、例年より時間を短縮して行う予定です。議場における報告事項（監査報告
を含みます）および議案の詳細な説明は省略させていただきます。
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事 業 報 告
(令和
令和

４
５

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過及び成果

当連結会計年度（令和4年４月１日から令和5年３月31日まで）におけるわが国経済は、
新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、経済社会活動の正常化を進め緩やかに持ち直し
が見られたものの、半導体を始めとした部品調達の長納期化による販売の滞りや、資材価格
の高騰などの影響を強く受けてまいりました。また、諸物価高騰により価格高騰の収束する
見込みは立っておらず、経済活動が正常化に向かう動きが見られる中、様々な制約を受ける
状況が続いてまいりました。新型コロナウイルス感染症による影響は緩和され、緩やかに経
済活動は持ち直しつつありますが、ウクライナ情勢の長期化による世界的な資源・原材料価
格高騰、更には円安による輸入品価格の上昇も加わり、先行きは依然として不透明な状況が
続いてまいりました。
世界経済は、新型コロナウイルスの感染防止対策と経済活動の両立が進み、改善傾向が見

られた一方、欧米各国の景気後退懸念の拡大、サプライチェーンの混乱、長期化するウクラ
イナ情勢の影響等を背景とし、各種価格の高騰や為替相場の不安定な動きを招き、更には米
国での銀行破綻や欧州での金融不安から金融市場が不安定となる局面も発生するなど、景気
の先行き不透明な状況が続いてまいりました。
このような環境の下、当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」）におきましては、販

売面においては収益の改善に注力し、激変する市場環境において新たな成長領域への取り組
みを推し進め、開発及び生産面においては付加価値の高い新製品の開発と経費削減を進めて
まいりました。売上高は、競合他社との価格競争の激化等が続く中、新型コロナウイルス感
染症に伴う世界的な半導体不足により、部品調達の改善に全力で取り組んでまいりました
が、供給遅延により工場での製品の生産が滞り、完成に通常以上の時間を要したことなどの
影響を受け、各国における市場での販売活動範囲が狭められ、国内での販売活動も減速する
など、これまでにない厳しい状況が続いてまいりました。
このような結果、当社グループにおける当連結会計年度の売上高は、円安による為替レー

トの影響もあり前連結会計年度に比して1.6％増加の54億74百万円（前連結会計年度は53
億89百万円）となりました。
利益面につきましては、売上高は増収となりましたが、前連結会計年度よりも原材料、諸
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経費の価格は高騰し原価を圧迫、販売費及び一般管理費も削減に努めましたが、増加に転じ
るなど利益回復までには至らず、当連結会計年度の営業利益は７億51百万円の営業損失
（前連結会計年度は５億62百万円の営業損失）、経常利益はこれまでの為替差益が為替差損
に転じるなどで７億56百万円の経常損失（前連結会計年度は４億32百万円の経常損失）、親
会社株主に帰属する当期純利益は、特別損失に欧州再編成に伴う事業構造改革費用25百万
円を計上しましたが、特別利益にアメリカでの第２回目の新型コロナウイルス経済救済法に
よって提供されている給与補償プログラム(Paycheck Protection Program)の債務免除益
１億50百万円を計上したことから６億59百万円の親会社株主に帰属する当期純損失（前連
結会計年度は４億48百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）と損失を計上する結果と
なりました。
なお、当社グループの事業は、画像情報機器事業の単一セグメントであるため、セグメン

トごとの記載を省略しております。

２．設備投資の状況
当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は2億34百万円で、その主な

ものは、建物及び構築物2百万円、工具器具備品18百万円、使用権資産1億81百万円であり
ます。
なお、当連結会計年度の設備投資の所要資金は自己資金で賄っております。
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３．資金調達の状況
当連結会計年度においては、重要な資金調達はありません。

４．財産及び損益の状況
（単位：百万円）

期 別
項 目

第75期
令和２年３月期

第76期
令和３年３月期

第77期
令和４年３月期

第78期
令和５年３月期

（当連結会計年度）
売 上 高 7,169 5,575 5,389 5,474
経 常 利 益 △878 △963 △432 △756
親会社株主に帰属する当期純利益 △1,091 △745 △448 △659
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 △712円62銭 △486円55銭 △292円89銭 △430円47銭
総 資 産 8,366 6,482 6,480 6,105
純 資 産 5,568 4,646 4,484 4,250
（注）1. 第75期において親会社株主に帰属する当期純利益が減少した主な理由は、特別退職金、欧州各子会社

における固定資産の減損損失を計上した為であります。
2. 第76期において売上高、経常利益が減少した主な理由は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴い売上

が減少した為であります。
3. 第77期において経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益が増加した主な理由は、原価や諸経費、

販売費及び一般管理費の削減に努めた事と、給与保護プログラムの債務免除益を計上した為でありま
す。

4. 当連結会計年度の状況につきましては、前記「１．事業の経過及び成果」に記載のとおりでありま
す。

5. △は、損失を示しております。

５．対処すべき課題
令和６年３月期 (令和５年４月１日から令和６年３月31日）は、新型コロナウイルス感染症
が社会に存在する前提で経済活動を進めつつありますが、世界的な拡大に伴い国内外企業の
事業活動の鈍化に伴う製造業の設備投資の先送りやサプライチェーン及び物流の停滞による
部品・製品の調達不足や納品遅延など、社会的・経済的な混乱は続いており、当社グループ
を取り巻く経済環境は、依然として不透明な状況が続くものと予想されます。
このような状況のなか、当社グループといたしましては、新たな分野への付加価値の高い

製品の投入や、国内・海外の事業の選択と集中をさらに進め、安定的で収益性の高い事業へ
の改革を目指して積極的に推進し、損益改善に努め企業体質の強化を図ってまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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６．重要な子会社の状況
（1）重要な子会社の状況
名 称 所 在 地 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

台湾三桂股份有限公司 台 湾 桃 園 市 50,000千台湾元 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の製造・販売

株式会社ケイアイピー 東 京 都 大 田 区 50,000千円 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の保守・販売

KIP America, Inc. Michigan U.S.A. 2,521千米ドル 100.0％ 大判型デジタルプリンタ・
大判型複写機の販売

（2）事業年度末日における特定完全子会社の状況
特定完全子会社に該当する子会社はありません。

７．主要な事業内容
事 業 別 主 要 な 製 品

画 像 情 報 機 器 事 業 大判型デジタルプリンタ他

８．主要な営業所及び工場
名 称 所 在 地

本 店 東京都大田区
下 丸 子 本 社 東京都大田区
中 条 工 場 新潟県胎内市

2023年05月30日 17時30分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 8 ―

９．従業員の状況
事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減（△）
画 像 情 報 機 器 255名 △24名
全 社 （ 共 通 ) 21名 △1名

合 計 276名 △25名
（注）1. 従業員数は就業人員数であります。

2. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属
しているものであります。

10．主要な借入先
該当事項はありません。

Ⅱ 会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数 4,827千株（単元株式数100株）

２．発行済株式の総数 1,552千株

３．株主数 696名

４．大株主（上位10名）
株 主 名 持株数（千株） 持株比率（％）

株 式 会 社 三 桂 製 作 所 517 33.7
渡 邉 正 礼 149 9.7
三 桂 興 産 株 式 会 社 67 4.3
池 田 公 子 60 3.9
湯 藤 大 惠 子 60 3.9
篠 原 美 枝 子 58 3.8
柳 澤 広 文 56 3.6
渡 邉 恒 子 43 2.8
大 田 昭 彦 42 2.7
山 下 敬 弘 31 2.0
（注） 持株比率は、自己株式（20,503株）を控除して計算しております。
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Ⅲ 会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の状況
会 社 の 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

社 長
（代表取締役） 渡 邉 正 礼

株式会社ケイアイピー 代表取締役社長
台湾三桂股份有限公司 董事長
KIP America,Inc. 取締役会長
KIP Business Solution Korea Ltd. 代表取締役社長

常 務 取 締 役 朝 倉 敬 一
取 締 役 佐 合 有 司 グローバルセールス＆マーケティング統括本部長

取 締 役 嶋 崎 壽 夫 業務管理統括本部長
事業戦略推進室長

取 締 役 橘 高 英 治 技術・品質統括
取 締 役 鈴 木 真 生産本部長

取 締 役 田 代 雅 也
製品開発本部長
業務管理統括本部長代理
株式会社三桂製作所 取締役

取 締 役 中 本 晴 邦
常 勤 監 査 役 山 下 晃 弘

監 査 役 太 田 義 弘 株式会社三桂製作所 専務取締役
新潟三桂株式会社 取締役

監 査 役 秋 元 弘 光
（注）1. 取締役中本晴邦氏は、社外取締役であります。なお、当社は、株式会社東京証券取引所に対して、中

本晴邦氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。
2. 監査役太田義弘氏及び秋元弘光氏は、社外監査役であります。なお、当社は、株式会社東京証券取引

所に対して、太田義弘氏及び秋元弘光氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しております。

２．責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

３．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
取締役等が業務に起因して賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定
められた免責事由に該当するものを除きます。）等を補填することとしております。
なお、役員等賠償責任保険の保険料のうち代表訴訟担保保険料は役員（社外取締役及び社
外監査役を除く）が負担しております。また、次回更新時には同内容での更新を予定して
おります。
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４．取締役及び監査役の報酬等
（1）役員の報酬を決定する方針

取締役の報酬等につきましては、取締役の報酬に関する社会的動向、当社の実績、その
他報酬水準等を勘案の上、取締役の職位及び職責に応じて決定しております。各取締役の
職責や役位に応じて支給する報酬に会社業績を勘案した固定報酬、会社と個人の業績に応
じた役員賞与で構成されております。なお、期中において、業績不振により不測の事態が
生じた場合には、事業年度の途中であっても報酬を減額することとしております。
取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に係わる基本方針につきましては、取締役
会にて株主総会決議の範囲内において決定しております。また、その具体的な報酬等の額
につきましては、取締役を俯瞰的な立場で監督していることから、取締役会の任を受け、
代表取締役社長渡邉正礼が決定しております。取締役会は事前審議された決定方針に基づ
き、代表取締役社長が個人別報酬を決定することとしていること、また、当該権限が代表
取締役社長によって適切に行使されるよう、代表取締役社長が個人別報酬の決定において
考慮した事項が、決定方針に沿うものであったか取締役会が確認する等の措置を講じてお
り、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、その内容が決
定方針に沿うものであると判断しております。監査役の報酬等の額は、常勤監査役、社外
監査役の別、業務の分担等を勘案し、監査役の協議により決定しております。なお、監査
役に関しましては、独立性の確保の観点から、固定報酬のみとしております。当社は、取
締役の報酬について、取締役会の決議に基づき、株主総会にて決議いただいた所定の限度
額内で定めることとし、その支給水準については、取締役の職務の内容及び当社の状況等
を勘案し相当と思われる額としております。また、退任時に役員退職慰労金を支給するこ
ととし、報酬月額及び在任年数等に基づき定めることとしております。

（2）取締役及び監査役の報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 人 数

固定報酬 業績連動報酬 賞与
取 締 役
（うち社外取締役）

57,828千円
（1,200千円）

57,828千円
（1,200千円）

―
(―)

―
(―)

8名
（1名）

監 査 役
（うち社外監査役）

6,600千円
（1,200千円）

6,600千円
（1,200千円） ― ― 3名

（２名）
合 計 64,428千円 64,428千円 ― ― 11名

（注）1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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2. 取締役の報酬限度額は、平成３年６月開催の第46回定時株主総会において、年額３億円以内（但し、
使用人分給与相当額を除く。）、監査役の報酬額の限度額は平成６年６月開催の第49回定時株主総会
において、年額４千万円以内とご決議いただいております。 なお、第46回定時株主総会後の取締
役の員数は12名及び第49回定時株主総会後の監査役の員数は４名であります。

3. 役員退職慰労引当金の当期増加額はありません。

５．社外役員に関する事項
（1）取締役 中 本 晴 邦

ⅰ．重要な兼職先と当社との関係
該当事項はありません。

ⅱ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ⅲ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会等重要会議に出席し、必要に応じ、議案審議等に関して適
宜発言を行っております。

（2）監査役 太 田 義 弘
ⅰ．重要な兼職先と当社との関係

監査役太田義弘氏は、株式会社三桂製作所の専務取締役であり、同社は当社の大株主
であります。また、新潟三桂株式会社の取締役であり、当社は同社より建物を賃借し
ております。

ⅱ．特定関係事業者との関係
該当事項はありません。

ⅲ．当事業年度における主な活動状況
当事業年度開催の取締役会･監査役会等重要会議に出席し、必要に応じ、議案審議等
に関して適宜発言を行っております。

（3）監査役 秋 元 弘 光
ⅰ．重要な兼職先と当社との関係

該当事項はありません。
ⅱ．特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
ⅲ．当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会･監査役会等重要会議に出席し、必要に応じ、議案審議等
に関して適宜発言を行っております。
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Ⅳ 会計監査人に関する事項
１．会計監査人の名称

Amaterasu有限責任監査法人

２．会計監査人の報酬等の額
支 払 額

① 当社が支払うべき報酬等の額 30,000千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000千円
（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度

の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂
行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第1項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区別できないことから、上記①
の金額はこれらの合計額を記載しております。

３．非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務を委託しており

ません。

４．子会社の監査の状況
当社の子会社のうち、台湾三桂股份有限公司、KIP America, Inc.の在外連結子会社は、

当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者）
の監査 (会社法または金融商品取引法に相当する外国の法令に基づく監査）を受けておりま
す。

５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人
を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もしくは不再任の

決定を行います。
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Ⅴ 会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制
(1) 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制について、下記のとおり決
議しております。
①当社は、法令等の遵守体制の根幹となる行動規範を定め、当社取締役及び従業員が当社の
事業活動のあらゆる面において法令を遵守し、かつ実践するように周知徹底する。
また、その徹底を図るため、内部監査室により、監査役と協同して、法令遵守への取り

組みを横断的に統括することとし、必要に応じ委員会等を設置してこれにあたる。
②内部監査室は、全社的な内部統制システムの整備方針及び計画を策定し、取締役と共にそ
れを実行し、また監査役と連携の上、社内の法令遵守の状況を監督する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、当社保有の情報資産を適切に保護するための必要な方策を定め、法令及び文書管

理規程等に基づき、取締役会議事録、稟議書、その他重要な会議の議事録等、取締役の職務
の執行に係る情報を、文書または電磁的媒体に記録し、保存し、管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①損失の危険の管理（以下「リスク管理」）の基本方針は取締役会で決定する。取締役及び
従業員は、経営環境、法令遵守、災害、品質、情報セキュリティ、個人情報の管理等、当
社の経営に重要な影響を及ぼすリスクに対し、必要な体制、規程、マニュアル、ガイドラ
イン等を整備し、リスクの低減に努める。

②リスク管理は全社を通じて体系的に行い、主要なリスクは継続的に監視し、かつ定期的に
検証することのほか、発生したリスクに関しては、適法、適切かつ迅速に対処する。
また、新たに生じたリスクを発見した場合には速やかに取締役会及び監査役会に報告す

る。
報告を受けた取締役会は速やかに対応責任者となる取締役を定め、必要に応じ、当該リ

スクに対する対策委員会を設置する。
③法令遵守を含めた統括的なリスクの監視及び対応は、内部監査室がその責において行い、
日常的業務のリスク管理は、当該リスクの発生可能部署の部門長の監視下において行う。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、取締役会は、経営の基本
方針を定め、全社的な経営戦略の立案、中期計画及び年度計画を策定すると共に、各部門
の業務執行状況を監督する。

②経営の基本方針、戦略、計画等に基づき管轄部門の管理目標及び方策を定め、目標達成の
ためにその実行を図る。また、当該目標が当初計画どおりに進捗しているか定期的管理を
行う。

③取締役会は、毎月１回以上定期的に開催するほか、適宜必要に応じて臨時に開催するもの
とし、取締役会規程により定められている事項については、取締役会に付議し、または稟
議規程に基づき稟議により決裁を得ることを遵守する。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
①当社及びその子会社は、経営の独立性を保持し、法令等に照らして、適法、適正な企業活
動を行うものとし、相互間の取引等について、その公正性、透明性を確保するための体制
を整備、確保しております。

②関係会社管理規程に基づき、各子会社を担当する統括責任部門を定め、当企業集団の適
法、適正な管理を行い、また、子会社の内部統制システムの構築、整備を図り、当社及び
子会社間の内部統制に関する協議、情報の共有、指示、伝達等が効率的に行われる体制を
構築しております。

(6) 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す
る事項
監査役は、その職務を補助すべき従業員として、内部監査室、または監査役が必要と認め

る部署に、監査業務を補助するための専任または兼任の担当者を置くこととしております。

(7) 前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項
監査役の監査業務を補助する従業員は、当該監査業務に関して監査役の指揮命令に従い、

各部担当役員または管理者の指揮命令を受けない。
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(8) 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役または従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、会社の経営に重大な影響を

及ぼす事項、内部監査の実施状況、リスク管理に関する重要な事項、重大な法令違反、定款
違反、法遵守に関わる内部情報の状況及び内容、その他法遵守上重要な事項を速やかに報告
する。報告する事項及びその方法については、取締役会と監査役会との協議によるものとす
る。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役３名は常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成される。監査役は、取締役会ほか

重要な会議に常時出席し、取締役の職務執行に対して厳格な監督を行い、主要な稟議書及び
その業務執行に関する重要な書類を閲覧し、必要に応じて取締役にその説明を求めておりま
す。なお、監査役は、当社の会計監査人であるAmaterasu有限責任監査法人から会計監査
内容について説明を受けると共に、情報の交換を行うなど連携を図っております。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
主な運用状況は以下のとおりであります。

①主な会議の運用状況として、取締役会は毎月１回以上定期的に開催いたしました。
②監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代表取締
役社長及び他の取締役、内部監査室、会計監査人との間で意見交換を実施し、情報交換等
の連携を図っております。

③内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の
監査、内部統制監査を実施いたしました。

④当社は警察との連携強化、反社会的勢力に関する情報収集を図るため、池上地区特殊暴力
防止協議会に参加しており、当社の総務部長が定例の研修会に参加いたしました。

(注) 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和５年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工 具 器 具 備 品
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
の れ ん
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
退職給付に係る資産
賃 貸 用 不 動 産
敷 金
そ の 他

3,877,351
1,116,750
621,981
819,126
33,207

1,077,389
128,378
115,313
△34,795
2,228,269
1,412,569
573,439

1,933
59,527

589,102
188,567
66,329

145
66,184
749,370
268,709
293,595
82,675
80,904
23,484

流 動 負 債 1,265,896
支払手形及び買掛金 541,310
１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 180,000

未払金及び未払費用 350,156
未 払 法 人 税 等 16,483
賞 与 引 当 金 28,407
設 備 関 係 支 払 手 形
及 び 未 払 金 1,571

そ の 他 147,967
固 定 負 債 588,734

長 期 借 入 金 200,000
繰 延 税 金 負 債 137,151
役員退職慰労引当金 125,964
そ の 他 125,619

負 債 合 計 1,854,631
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

4,427,161
4,651,750
298,864
△409,573
△113,878
△176,171
28,382

△173,878
△30,674

純 資 産 合 計 4,250,990
資 産 合 計 6,105,621 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,105,621
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連 結 損 益 計 算 書
(自令和
至令和

４
５

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,474,413
売 上 原 価 3,972,478
売 上 総 利 益 1,501,934
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,253,595
営 業 損 失 （△） △751,660

営 業 外 収 益
受 取 利 息 2,611
受 取 配 当 金 1,908
不 動 産 賃 貸 収 入 29,798
雑 収 入 1,232 35,550

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5,439
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 7,953
不 動 産 賃 貸 費 用 15,721
為 替 差 損 8,124
雑 損 失 3,432 40,671

経 常 損 失 （△） △756,781

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 138
債 務 免 除 益 150,229 150,368

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,299
事 業 構 造 改 革 費 用 25,073 27,372
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （△） △633,786
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,776
法 人 税 等 調 整 額 22,916 25,693
当 期 純 損 失 （△） △659,479
親会社株主に帰属する当期純損失（△） △659,479
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連結株主資本等変動計算書
(自令和
至令和

４
５

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
令和４年４月１日残高 4,651,750 298,864 249,905 △113,849 5,086,670
連結会計年度中の変動額
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失（△） △659,479 △659,479

自 己 株 式 の 取 得 △29 △29

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 △659,479 △29 △659,508
令和５年３月31日残高 4,651,750 298,864 △409,573 △113,878 4,427,161

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証

券評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

令和４年4月１日残高 22,866 △661,929 37,255 △601,808 4,484,862
連結会計年度中の変動額
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純損失（△） △659,479

自 己 株 式 の 取 得 △29

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 5,516 488,050 △67,930 425,636 425,636

連結会計年度中の変動額合計 5,516 488,050 △67,930 425,636 △233,872
令和５年３月31日残高 28,382 △173,878 △30,674 △176,171 4,250,990
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Ⅰ．継続企業の前提に関する注記
当社グループは、前連結会計年度に営業損失５億62百万円及び親会社株主に帰属する当期純

損失４億48百万円を計上しておりました。
当連結会計年度においても、依然として営業損失７億51百万円及び親会社株主に帰属する当

期純損失６億59百万円を計上している状況であること等から、前連結会計年度に引き続き継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しておりま
す。
当社グループでは、各社業績の向上のため海外販社及び関連会社の再組織化を行い、物流・販

売・サポート体制を見直すなど、必要な再編と投資を実施し、当該事象又は状況を早期に改善、
解消すべく、グループの収益力向上及び財務体質強化を図り、安定した経営基盤を築くために、
以下の対応策に取り組んでまいります。

（1）収益構造の改善
①事業規模が見込まれる市場にて販売会社を含めた営業体制及び市場販売体制の強化を図り、
売上げ規模とその利潤の拡大を実施してまいります。そして、新興・新規市場での事業の機会の
増長を行ってまいります。
②販売子会社及び関連会社において、市場での競合性及び運営コストの削減を図るために過去
の実績に応じた販売拠点の統合や再編を行っており、また、顧客管理の簡易性と満足度向上のた
めｅ－コマースの導入を行ってまいります。
③当社内の既存技術に捉われることなく、他の技術を使用した製品と市場への接触を進めてま
いります。
④仕入原価の低減や物流コストの低減など、変動費の削減を強化してまいります。
⑤管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を引き続き強化してまいります。
⑥徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化し、キャッシュ・
フローの改善を図ってまいります。
（2）生産構造改革
①製品等の部材調達につきましては、国内及び海外での部材調達の最適化を目指しコスト削減
を図ってまいります。
②生産工場の統廃合などの検討を積極的に進め、生産設備を集約し人員集約などにより固定費
を削減してまいります。
（3）技術開発部門等の業務改革
当社の開発部門においては、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計者との多

様な設計情報を共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売れ筋の製品を出すか
という課題の中、新製品の開発力の向上とタイムリーな市場投入を更に強化するとともに、開発

2023年05月30日 17時30分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 20 ―

計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施してまいりました。
また、モノ作りに関する人材・技術双方の育成と創造にも努めてまいりました。
更に新製品の企画・開発・量産のコスト管理、サービス部品供給までの各部門の業務を見直すな
ど、これまでの情報の共有化も含めて部門間での横断的な取り組みを進めてまいります。これに
より更なる原価管理、開発期限の厳守などに注力してまいります。
なお、個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識のも
と、その投資内容をより一層厳選し、重点的な投資を実行してまいります。
（4）組織体制の見直し及び人員削減等による合理化
①経営の効率化を図るうえで、事業規模に応じた人員体制の機動的な対応の一つとして「希望
退職の募集」により人員の適正化を図り、人件費やコストの抑制にも努め必要に応じて組織体制
及び人員配置の更なる見直しを実施してまいります。
また、人材の能力を高めるための人事施策として、従業員のビジネススキルや仕事に対する動機
付けの向上などを教育や訓練を通して実現し、仕事の質を向上させるよう人材開発に取り組んで
まいります。
②役員報酬の減額を継続してまいります。更に従業員の賞与についても減額を継続してまいり
ます。
（5）新規事業等の取組み
当社はこれまで「新規事業等の開拓」として、新たな収益源の確保を目的に、本業の拡大を図

りながら多岐に渡り新規アイテムを模索し、幾つかのアイテムにおきましては、具体的な検討も
行うなど、新規事業を経営の安定化につながる重要な要素のひとつとして取り組んでまいりまし
た。この結果、これまで長年培ってきた電子写真技術を駆使した「産業用プリント分野」への改
革と付加価値の高い製品として研究を進めてまいりました。
産業用プリント分野の新たな製品として昇華転写プリンタやセラミック用途向けデカールプリン
タは、すでに海外や国内でのビジネスショーにおいて大変高い評価をいただきまして、現在、量
産品として販売を開始しております。
更に中期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに
挑む方向で具体的な組織づくりを行ってまいります。また、長期的には他分野での事業展開を行
う上で、技術パートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分野での更なる検討を進め、ビジ
ネスモデルの変革を目指してまいります。
（6） 固定資産の有効活用
生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいり

ます。設備投資につきましては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要となり、初期投資だ
けでない維持・運用のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコストを削減し、
かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を向上させる方法を検討してまいります。
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（7） 資金繰りについて
当社グループは、現状におきまして厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はない

と判断しておりますが、事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資金の
安定的な確保と維持に向けてまいります。事業上必要な資金が生じた場合には、すでにその他の
関係会社の株式会社三桂製作所及び富士電化工業株式会社から資金を調達しておりますが、グル
ープ内で保有する資金の有効活用を進めてまいります。また、取引金融機関に対しましては、固
定資産の有効活用に関する相談等で、引き続きご協力を賜りますよう協議を進めてまいります。

以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、積極
的に実施してまいります。
現在、これらの対応策を進めておりますが、これらの改善策を実施してもなお、当社グループ

における今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済環境に左右され確信で
きるものではなく、また、新型コロナウイルスの感染拡大による業績への影響からも先行きの不
透明感は増しており、今後の事業の進捗状況によっては、売上高の回復が資金計画にも重要な影
響を与えること等から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に

関する重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映しておりません。
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Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 5 社
連結子会社の名称 台湾三桂股份有限公司

株式会社ケイアイピー
KIP America, Inc.
KIP Deutschland GmbH.
Imaging Essentials,Inc.

（2）非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称 KIP Business Solution Korea Ltd.

KIP TAIWAN CO.,LTD．
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社の数及び名称

持分法適用の非連結子会社数 １社
持分法適用の非連結子会社の名称

KIP TAIWAN CO.,LTD．

（2）持分法適用の関連会社の数及び名称
持分法適用の関連会社数 ２社
持分法適用の関連会社の名称 KIP（HONG KONG）LTD．

KIP Asia Co.,Ltd.

（3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
非連結子会社の名称 KIP Business Solution Korea Ltd.

（持分法を適用していない理由）
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社であるKIP Business Solution

Korea Ltd.は、その当期純損益の持分相当額及び利益剰余金等の持分相当額の連結計算
書類に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社である台湾三桂股份有限公司、KIP America, Inc.、KIP Deutschland
GmbH.、Imaging Essentials,Inc.の決算日は12月31日であります。
当連結会計年度の連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結
決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② デリバティブ
時価法

③ 棚卸資産
製品
当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は主として先入先出法
による低価法

仕掛品
当社及び国内連結子会社は先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は先入先出法による原
価法

原材料
当社及び国内連結子会社は総平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は総平均法による原価法

商品・貯蔵品
当社及び国内連結子会社は最終仕入法による原価法（連結貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）、在外子会社は最終仕入法による原
価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得
した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
在外子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ５年～50年
機械装置及び運搬具 ５年～７年
工具器具備品 ２年～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法、市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却額と見込
販売可能有効期間（３年～10年）の定額法のいずれか大きい額を償却しております。
顧客リスト（無形固定資産その他）は20年間で均等償却しております。

③ 賃貸用不動産
平成10年３月31日以前に取得したもの
定率法によっております。

なお、主な耐用年数は50年であります。
④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。なお、在外連結子会社は個別に必
要と認めた金額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額
を計上しております。

③ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（８年～９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（5）収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客と

の販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行
義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する
支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に

基づいて保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定
の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収
益を認識しております。
当社グループが代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認

識しております。
（6）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子
会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用はそれぞれ期中平均
相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて
おります。

（7）のれんの償却方法及び期間
のれんは、10年間で均等償却しております。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１．有形固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 1,412,569千円
※当連結会計年度において、減損損失を計上した固定資産はありません。

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グ
ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合に
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しておりま
す。なお、当連結会計年度において、業績の悪化に伴い収益性が低下したことにより減
損の兆候があると判断しましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループ
から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が、その帳簿価額を上回っていたこ
とから、減損損失を認識しておりません。固定資産の減損の要否の判定につきまして
は、将来キャッシュ・フロー等について一定の仮定を設定しておりますが、将来の不確
実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、将来キャッシュ・フローが減少するこ
とによって減損処理を認識する必要が生じ、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要
な影響を与える可能性があります。

Ⅳ．会計上の見積りの変更に関する注記
当社グループは従来、棚卸資産の評価基準について、取得から一定の期間を超える場合

には、原則として一定の率に基づき規則的に帳簿価額を切り下げた価額をもって連結貸借
対照表価額としていたが、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び
経営成績に反映させるため、当連結会計年度において、一部の会社について帳簿価額切り
下げに係る一定の率について変更することにしました。
この結果、変更前の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価が23,674千円減少し、

営業損失、経常損失、税金等調整前当期純損失はそれぞれ23,674千円減少しております。
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Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記
１．固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 6,242,035千円
投資その他の資産（賃貸用不動産） 440,939千円

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘 要

普 通 株 式 1,552,500株 ― ― 1,552,500株
合 計 1,552,500株 ― ― 1,552,500株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

該当事項はありません。
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
該当事項はありません。
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Ⅶ．金融商品に関する注記
① 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。資金
運用については短期的な預金等に限定しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛債権管理規程に沿ってリスク

低減を図っております。また、投資有価証券の内、上場株式については四半期ごとに
時価の把握を行っております。
借入金の用途は主として設備投資目的の資金であります。

② 金融商品の時価等に関する事項
令和５年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等
(連結貸借対照表計上額213,748千円)は、「その他有価証券」には含めておりません。
また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、未収還付法人税等、
支払手形及び買掛金、未払金及び未払費用、未払法人税等は短期間で決済されるため
時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）投資有価証券 54,961 54,961 ―

（2）敷金 80,904 71,961 △8,943
（3）長期借入金

（一年内返済予定の長期借入金を含む） （380,000） （380,000） ―

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により
算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット
を用いて算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれの属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。
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（1）投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

（2）敷金
これらの時価については、主な建物設備の耐用年数と同一期間の国債利回りで割り引い

た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（3）長期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）
長期借入金の時価については元利金の合計額を当該関係会社から新規に借り入れた場合

の帳簿価額と等しいことから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類してお
ります。

（注2）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額
関 係 会 社 株 式 213,748
これらについては、市場価格のない株式等であり、「（1）投資有価証券」には含めておりませ
ん。
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Ⅷ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
当連結会計年度

画像情報機器事業 5,474,413
顧客との契約から生じる収益 5,474,413
外部顧客への売上高 5,474,413

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
Ⅱ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等、４．会計方針に
関する事項、「（5）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 687,257
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 621,981

Ⅸ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けてお
り、在外子会社の一部は、確定給付型の制度を設けております。
また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務

の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。
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２．確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 796,195 千円
勤務費用 26,779
利息費用 7,147
数理計算上の差異の発生額 △3,694
退職給付の支払額 △68,828

退職給付債務の期末残高 757,599

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 1,120,165 千円
期待運用収益 22,054
数理計算上の差異の発生額 △61,791
事業主からの拠出額 39,595
退職給付の支払額 △68,828

年金資産の期末残高 1,051,196

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結計算書類に計上された退職給付に係る負債
及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 757,599 千円
年金資産 △1,051,196
連結計算書類に計上された負債と資産の純額 △293,595

退職給付に係る負債 ―
退職給付に係る資産 △293,595
連結計算書類に計上された負債と資産の純額 △293,595

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 26,779 千円
利息費用 7,147
期待運用収益 △22,054
数理計算上の差異の費用処理額 △36,386
確定給付制度に係る退職給付費用 △24,514
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（5）退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま
す。
未認識数理計算上の差異 △95,240 千円
合計 △95,240

（6）退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり
ます。
未認識数理計算上の差異 △81,151 千円
合計 △81,151

（7）年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
国内債券 78.0％
国内株式 19.7
その他資産 2.3
合計 100.0

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分
と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮
しております。

（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎
割引率 主として 0.9％
長期期待運用収益率 2.0％
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Ⅹ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,774円80銭
１株当たり当期純損失(△) △430円47銭

Ⅺ．重要な後発事象
（資金の借入)

当社は、事業及び運転資金の安定的な確保の為、下記の通り2023年4月18日に資金の借入
を実行しております。

①借入先 富士電化工業株式会社
②借入金額 3億円
③返済期日 2029年3月31日
④利率 0.70％
⑤返済方法 3年４カ月据え置き後、年2回(元金均等・期間利息)返済
⑥担保・保証 なし

（注） 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及びそれらの注記の記載
金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023 年 ５ 月 18 日

桂 川 電 機 株 式 会 社
取 締 役 会 御中

Amaterasu有限責任監査法人

東京都渋谷区

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 島 圭 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 毛 利 元 宙

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、桂川電機株式会社の2022年４月１日から2023

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、桂川電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
連結注記表の継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において継続的
に営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しており、引き続き、当連結会計年度にお
いても、営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上している状況であること等から、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に
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関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認めら
れる理由については当該注記に記載されている。
連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類

に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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貸 借 対 照 表
（令和５年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
賃 貸 用 不 動 産
長 期 未 収 入 金
前 払 年 金 費 用
敷 金
そ の 他

1,182,696
117,043

8,085
505,839
43,907
33,207

369,827
84,419
20,365

2,592,069
557,185
54,438

162
651
432

501,500
2,034,884

54,961
1,119,785

82,675
438,160
284,489
54,595

215

（負 債 の 部）
流 動 負 債

支 払 手 形
買 掛 金
一年内返済予定の長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
設 備 未 払 金
そ の 他

固 定 負 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
役員退職慰労引当金
関係会社事業損失引当金
長 期 預 り 保 証 金

710,682
91,074

293,882
180,000
44,825
15,578
19,485

302
65,534

697,216
200,000
92,384

125,964
217,751
61,115

負 債 合 計 1,407,898
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

2,338,485
4,651,750
298,864
298,864

△2,498,250
△2,498,250
△2,498,250
△113,878
28,382
28,382

純 資 産 合 計 2,366,867
資 産 合 計 3,774,765 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,774,765
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損 益 計 算 書
(自令和
至令和

４
５

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 2,711,898
売 上 原 価 2,562,368
売 上 総 利 益 149,530
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 562,167
営 業 損 失 （△） △412,636
営 業 外 収 益

受 取 利 息 308
受 取 配 当 金 1,908
不 動 産 賃 貸 収 入 49,337
為 替 差 益 104,687
雑 収 入 3,634 159,876

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,360
不 動 産 賃 貸 費 用 26,118 28,479

経 常 損 失 （△） △281,239
特 別 損 失

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 159,168 159,168
税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △440,408

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,240
法 人 税 等 調 整 額 13,594 16,834

当 期 純 損 失 （△） △457,242
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株主資本等変動計算書
(自令和
至令和

４
５

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 4,651,750 298,864 298,864 △2,041,007 △2,041,007
事 業 年 度 中 の 変 動 額
当 期 純 損 失 （△） △457,242 △457,242
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 △457,242 △457,242
令 和 ５ 年 ３ 月 31 日 残 高 4,651,750 298,864 298,864 △2,498,250 △2,498,250

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 残 高 △113,849 2,795,757 22,866 22,866 2,818,623
事 業 年 度 中 の 変 動 額
当 期 純 損 失 （△） △457,242 △457,242
自 己 株 式 の 取 得 △29 △29 △29
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額(純額) 5,516 5,516 5,516

事業年度中の変動額合計 △29 △457,272 5,516 5,516 △451,756
令 和 ５ 年 ３ 月 31 日 残 高 △113,878 2,338,485 28,382 28,382 2,366,867
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Ⅰ．継続企業の前提に関する注記
当社の業績は、海外子会社への売上比率が高いことから、財政状態及び経営成績は、海外子会

社の業績の影響を大きく受ける事になります。
当社は、前事業年度においては、営業損失１億64百万円及び当期純損失１億42百万円を計上

しており、当事業年度においても、依然として営業損失４億12百万円及び当期純損失４億57百
万円を計上している状況であること等から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められるも
のと認識しております。
当社は、収益力向上及び財務体質強化を図り、安定した経営基盤を築くために引き続き、以下

の対応策に取り組んでまいります。

（1）収益構造の改善
①事業規模が見込まれる市場にて販売会社を含めた営業体制及び市場販売体制の強化を図り、

売上げ規模とその利潤の拡大を実施してまいります。そして、新興・新規市場での事業の機会の
増長を行ってまいります。
②販売子会社及び関連会社において、市場での競合性及び運営コストの削減を図るために過去

の実績に応じた販売拠点の統合や再編を行い、また、顧客管理の簡易性と満足度向上のためｅ－
コマースの導入を行ってまいります。
③当社内の既存技術に捉われることなく、他の技術を使用した製品と市場への接触を進めてま

いります。
④仕入原価の低減や物流コストの低減など、変動費の削減を強化してまいります。
⑤管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を引き続き強化してまいります。
⑥徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化し、キャッシュ・

フローの改善を図ってまいります。
（2）生産構造改革
①製品等の部材調達につきましては、国内及び海外での部材調達の最適化を目指しコスト削減

を図ってまいります。
②生産工場の統廃合などの検討を積極的に進め、生産設備を集約し人員集約などにより固定費

を削減してまいります。
（3）技術開発部門等の業務改革
当社の開発部門においては、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計者との多

様な設計情報を共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売れ筋の製品を出すか
という課題の中、新製品の開発力の向上とタイムリーな市場投入を更に強化するとともに、開発
計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施してまいりました。また、モノ作りに関する人
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材・技術双方の育成と創造にも努めてまいりました。更に、新製品の企画・開発・量産のコスト
管理、サービス部品供給までの各部門の業務を見直すなど、これまでの情報の共有化も含めて部
門間での横断的な取り組みを進めてまいります。これにより更なる原価管理、開発期限の厳守な
どに注力してまいります。
なお、個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識のも
と、その投資内容をより一層厳選し、重点的な投資を実行してまいります。
（4）組織体制の見直し及び人員削減等による合理化
①経営の効率化を図るうえで、事業規模に応じた人員体制の機動的な対応の一つとして「希望

退職の募集」により人員の適正化を図り、人件費やコストの抑制にも努め、必要に応じて組織体
制及び人員配置の更なる見直しを実施してまいります。
また、人材の能力を高めるための人事施策として、従業員のビジネススキルや仕事に対する動機
付けの向上などを教育や訓練を通して実現し、仕事の質を向上させるよう人材開発に取り組んで
まいります。
②役員報酬の減額を実施しております。また、従業員の賞与についても減額を引き続き実施し

てまいります。
（5）新規事業等の取組み
当社はこれまで「新規事業等の開拓」として、新たな収益源の確保を目的に、本業の拡大を図

りながら多岐に渡り新規アイテムを模索し、幾つかのアイテムにおきましては、具体的な検討も
行うなど、新規事業を経営の安定化につながる重要な要素のひとつとして取組んでまいりまし
た。この結果、これまで長年培ってきた電子写真技術を駆使した「産業用プリント分野」への改
革と付加価値の高い製品として研究を進めてまいりました。
産業用プリント分野の新たな製品として昇華転写プリンタやセラミック用途向けデカールプリン
タは、すでに海外や国内でのビジネスショーにおいて大変高い評価をいただきまして、現在、量
産品として販売を開始しております。
更に中期的には当社保有技術を応用拡張し、その有効利用に資源を集中させ、新たなビジネスに
挑む方向で具体的な組織づくりを行ってまいります。また、長期的には他分野での事業展開を行
なう上で、技術パートナーとの協調も視野に入れる等、より広い分野での更なる検討を進め、ビ
ジネスモデルの変革を目指してまいります。
（6） 固定資産の有効活用
生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいり

ます。設備投資につきましては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要となり、初期投資だ
けでない維持・運用のための財務的な負担も考慮し、自社の設備保全に要するコストを削減し、
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かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を向上させる方法を検討してまいります。
（7）資金繰りについて
当社は、現状におきまして厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに支障はないと判断し

ておりますが、事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資金の安定的な
確保と維持に向けてまいります。事業上必要な資金が生じた場合には、すでにその他の関係会社
の株式会社三桂製作所及び富士電化工業株式会社から資金を調達しておりますが、グループ内で
保有する資金の有効活用を進めてまいります。また、取引金融機関に対しましては、固定資産の
有効活用に関する相談等で、引き続きご協力を賜りますよう協議を進めてまいります。

以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、積極
的に実施してまいります。
現在、これらの対応策を進めておりますが、これらの改善策を実施してもなお、当社における

今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済環境に左右され確信できるもの
ではなく、また、新型コロナウイルスの感染拡大による業績への影響からも先行きの不透明感は
増しており、今後の事業の進捗状況によっては、売上高の回復が資金計画にも重要な影響を与え
ること等から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当社の計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続企業の

前提に関する重要な不確実性の影響は計算書類及び附属明細書に反映しておりません。
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Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

①子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（2）デリバティブ
時価法

（3）棚卸資産
製品・仕掛品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）

原材料
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
より算定）

貯蔵品
最終仕入法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。
建 物 ５年～50年
機 械 装 置 ７年
工具器具備品 ２年～10年

2023年05月30日 17時30分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 44 ―

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法で償却しております。

（3）賃貸用不動産
平成10年３月31日以前に取得したもの
定率法によっております。

なお、主な耐用年数は50年であります。
（4）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上
しております。

（2）退職給付引当金及び前払年金費用
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。
②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。

（3）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

（4）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態を勘案し、その損失負担
見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販

売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、
商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得し
て充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。
保守サービスに係る収益は、主に商品又は製品の保守であり、顧客との保守契約に基づ

いて保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間に
わたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識して
おります。
当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しておりま

す。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（2）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこ
れらの会計処理の方法と異なっております。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１．関係会社株式の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 1,119,785千円
（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

関係会社株式等の評価は、主に市場価格のない子会社及び関連会社の株式等の実質価額
が著しく低下した場合に、将来の事業計画に基づく回復可能性の判定を行います。回収
可能性がないと判断された子会社及び関連会社の株式等は帳簿価額を実質価額まで減額
し、当該減少額を関係会社株式評価損として計上しています。実質価額及び回収可能性
の見積りは、決算日までに入手し得る財務諸表や事業計画に加え、これらに重要な影響
を及ぼす事項が判明していれば当該事項も加味しています。当社は、関係会社株式等の
評価は合理的であると判断していますが、これらの評価には不確実性が含まれているた
め、予測不能な前提条件の変化等により関係会社株式等の評価に関する見積りが変化し
た場合には、結果として関係会社株式等の評価額が変動する可能性があります。

Ⅳ．会計上の見積りの変更に関する注記
当社は従来、棚卸資産の評価基準について、取得から一定の期間を超える場合には、原

則として一定の率に基づき規則的に帳簿価額を切り下げた価額をもって貸借対照表価額と
していたが、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をより適切に財政状態及び経営成績に反
映させるため、当事業年度において、帳簿価額切り下げに係る一定の率について変更する
ことにしました。
この結果、変更前の方法と比べて、当事業年度の売上原価が23,674千円減少し、営業

損失、経常損失、税引前当期純損失はそれぞれ23,674千円減少しております。
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Ⅴ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 474,141千円
長期金銭債権 438,160千円
短期金銭債務 258,102千円
長期金銭債務 47,124千円

２．固定資産の減価償却累計額
有形固定資産 3,650,639千円
投資その他の資産（賃貸用不動産） 440,939千円

Ⅵ．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売 上 高 2,052,928千円
仕 入 高 1,324,703千円
材料有償支給高 20,761千円
そ の 他 1,824千円

営業取引以外の取引による取引高
不動産賃貸収入 19,639千円
支 払 利 息 979千円

Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 摘 要

普 通 株 式 20,469株 34株 ー株 20,503株
合 計 20,469株 34株 ー株 20,503株
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Ⅷ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,881千円
賞与引当金 5,966千円
未払費用 871千円
未払事業所税 925千円
棚卸資産 30,383千円
一括償却資産損金算入限度超過額 71千円
投資有価証券評価損 195,170千円
ゴルフ会員権評価損 182千円
役員退職慰労引当金 38,570千円
減損損失 16,969千円
関係会社事業損失引当金 66,675千円
繰越欠損金 2,671,044千円
その他 423千円

小 計 3,031,135千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △2,671,044千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △360,091千円
評価性引当額小計 △3,031,135千円

繰 延 税 金 資 産 計 －千円
繰延税金負債
前払年金費用 △87,110千円
その他有価証券評価差額金 △5,273千円

繰 延 税 金 負 債 計 △92,384千円
差引繰延税金負債の純額 △92,384千円
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

株式会社
三桂製作所

(被所有)
直接33.7％

資金の調達

役員の兼任

借入金の返済 80,000 ― ―

借入金の実行 ― 一年内返済予定
の長期借入金 80,000

利息の支払
注1 979

未 払 利 息 185

支 払 利 息 793

取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 借入金の金利につきましては、市場金利を参考にした上、両社合意のもとに決定し

ております。
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２．子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

台湾三桂股
份有限公司

所有
直接100.0％

当社製品の製造
及 び 販 売
役員の兼任

原材料の
有償支給 注1 20,761 未収入金 83,493

― ― 長期未収入金 438,160

当社製品
の仕入 注1 1,204,580 買掛金 161,378

株式会社
ケイアイピー

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 48,583 売掛金 20,094

本店建物
の賃貸 注2 19,639 ― ―

KIP America,
Inc.

所有
直接100.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 1,843,006 売掛金 319,456

原材料
の購入 注1 47,512 買掛金 7,609

関連
会社

KIP (HONG KONG)
LTD.

所有
直接30.0％

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品
の販売 注1 105,105 売掛金 30,470

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交渉に

より決定しております。
注2 本店建物の賃貸料につきましては、不動産鑑定士の鑑定結果を参考にして交渉によ

り決定しております。
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３．兄弟会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社の
子会社

新潟三桂
株式会社 ― 建物の賃借

本社建物の賃借
注1 136,728 ― ―

― ― 敷 金 54,420

富士電化工
業株式会社

(被所有)
直接1.0％

資金の調達

役員の兼任

借入金の実行 300,000
一年内返済予定
の長期借入金 100,000

長期借入金 200,000

利息の支払
注2 1,541 支 払 利 息 1,541

取引条件及び取引条件の決定方針等
注1 本社建物の賃借料につきましては、不動産鑑定士の鑑定結果を参考にして交渉によ

り決定しております。
注2 借入金の金利につきましては、市場金利を参考にした上、両社合意のもとに決定し

ております。

Ⅹ．退職給付に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けております。また、従
業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ
れない割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（令和５年３月31日現在）
イ．退職給付債務 △566,003千円
ロ．年金資産 774,642千円
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 208,639千円
ニ．未認識数理計算上の差異 75,850千円
ホ．前払年金費用（ハ＋ニ） 284,489千円
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３．退職給付費用に関する事項（自令和４年４月１日 至令和５年３月31日）
イ．勤務費用 △17,913千円
ロ．利息費用 △5,499千円
ハ．期待運用収益 16,939千円
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 21,543千円
ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 15,070千円

４．退職給付債務の計算基礎
イ．退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準
ロ．割引率 0.9％
ハ．長期期待運用収益率 2.0％
ニ．数理計算上の差異の処理年数 ８年

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,544円96銭
１株当たり当期純損失(△) △298円46銭

Ⅻ．重要な後発事象
（資金の借入)

当社は、事業及び運転資金の安定的な確保の為、下記の通り2023年4月18日に資金の借入
を実行しております。

①借入先 富士電化工業株式会社
②借入金額 3億円
③返済期日 2029年3月31日
④利率 0.70％
⑤返済方法 3年４カ月据え置き後、年2回(元金均等・期間利息)返済
⑥担保・保証 なし

（注） 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びそれらの注記の記載金額について
は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023 年 ５ 月 18 日
桂 川 電 機 株 式 会 社

取 締 役 会 御中
Amaterasu有限責任監査法人

東京都渋谷区

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 三 島 圭 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 毛 利 元 宙

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、桂川電機株式会社の2022年４月１日から

2023年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
個別注記表の継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前事業年度において継続的に

営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、引き続き、当事業年度においても、営業損失、経常損
失、当期純損失を計上している状況であること等から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該
事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。
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計算書類等は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類等に反
映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、令和４年４月１日から令和５年３月31日までの第78期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について

報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て、会社法施行規則 第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（ 内部統制システム ）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（ 会社計算規則第
131条各号に掲げる事項 ）を「 監査に関する品質管理基準」（ 平成17年10月28日企業会計審議
会 ）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人Amaterasu有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人Amaterasu有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和５年５月18日
桂川電機株式会社 監査役会

常勤監査役 山 下 晃 弘 ㊞
監 査 役 太 田 義 弘 ㊞
監 査 役 秋 元 弘 光 ㊞

（注） 監査役 太田 義弘、秋元 弘光は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役で
あります。

以 上
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株主総会参考書類
議案および参考事項

第１号議案 取締役８名選任の件
取締役全員(８名)は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

１

渡 邉 正 礼
(昭和15年11月３日生)

昭和 39年４月 当社入社
昭和 58年６月 常務取締役
昭和 62年６月 専務取締役
平成 ７年10月 代表取締役社長

現在に至る

（重要な兼職の状況）
㈱ケイアイピー代表取締役社長
台湾三桂股份有限公司董事長
KIP America, Inc.取締役会長
KIP Business Solution Korea Ltd. 代表取締役社長

149,699株

２

朝 倉 敬 一
(昭和28年11月24日生)

昭和 52年４月 ㈱三桂製作所入社
昭和 54年１月 当社入社
平成 12年９月 特殊機器開発事業本部長
平成 15年６月 取締役特殊機器開発事業本部長
平成 18年10月 取締役事務機事業本部長
平成 19年６月 常務取締役事務機事業本部長
平成 21年４月 常務取締役事務機事業本部長兼モーター事

業本部長
平成 25年１月 常務取締役販売管理本部長兼モーションデ

バイス事業本部長
令和 ２年４月 常務取締役販売管理本部長兼顧客支援本部

長兼モーションデバイス事業本部長
令和 ３年４月 常務取締役顧客支援本部長
令和 ４年４月 常務取締役

現在に至る

1,000株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

３

佐 合 有 司
(昭和35年12月11日生)

昭和 58年４月 ㈱三桂製作所入社
平成 ４年４月 当社入社
平成 12年９月 営業本部アジア販売部長
平成 15年６月 取締役営業本部アジア販売部長
平成 16年７月 取締役営業本部アメリカ販売部長兼アジア

販売部長
平成 18年10月 取締役営業本部長
平成 21年８月 取締役営業統括本部長
平成 25年１月 取締役グローバルセールス＆マーケッティ

ング本部長
平成 31年４月 取締役グローバルセールス＆マーケティン

グ統括本部長
現在に至る

100株

４

嶋 崎 壽 夫
(昭和29年10月29日生)

昭和 52年４月 当社入社
平成 12年９月 特殊機器開発事業副本部長
平成 15年10月 特殊機器開発副本部長
平成 18年10月 特殊機器開発本部長
平成 19年６月 取締役特殊機器開発本部長
平成 23年11月 取締役新規事業本部長
平成 28年４月 取締役リーガル＆テクニカルインフォメー

ション統括本部長兼事業戦略推進室長
平成 30年４月 取締役業務管理本部長兼事業戦略推進室長
平成 31年４月 取締役業務管理統括本部長兼事業戦略推進

室長
現在に至る

100株

５

橘 高 英 治
(昭和29年７月30日生)

平成 14年10月 当社入社
平成 15年10月 技術開発推進本部長付
平成 19年６月 取締役技術開発推進副本部長
平成 23年11月 取締役技術開発本部長
平成 28年４月 取締役技術開発本部長兼先行技術研究本部

長
平成 31年４月 取締役技術･品質統括

現在に至る

100株
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

６

鈴 木 真
(昭和39年10月25日生)

昭和 62年４月 当社入社
平成 25年１月 事務機事業本部長代理
平成 25年７月 事務機事業本部長
平成 30年４月 事務機事業本部長兼製品開発管理部長
平成 31年４月 製品開発本部長
令和 元年６月 取締役製品開発本部長
令和 ４年４月 取締役生産本部長

現在に至る

－株

７

田 代 雅 也
(昭和51年２月12日生)

平成 20年３月 当社入社
平成 27年４月 販売管理本部長代理
平成 28年４月 販売管理本部長代理兼先行技術研究本部長

代理
平成 29年７月 先行技術研究本部長兼販売管理本部長代理
令和 元年６月 取締役先行技術研究本部長兼販売管理本部

長代理
令和 ３年４月 取締役先行技術研究本部長兼販売管理本部

長
令和 ４年４月 取締役製品開発本部長
令和 ５年４月 取締役製品開発本部長兼業務管理統括本部

長代理
現在に至る

（重要な兼職の状況）
株式会社三桂製作所取締役

－株

８

中 本 晴 邦
(昭和40年４月８日生)

平成 ３年３月 幸建設株式会社入社
平成 ７年10月 幸建設株式会社取締役
平成 23年10月 幸建設株式会社代表取締役専務
平成 24年10月 幸建設株式会社代表取締役社長
令和 3 年 6 月 当社取締役

現在に至る

－株

（注） １． 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２． 中本晴邦氏は社外取締役候補者であります。
３． 中本晴邦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
４． 社外取締役候補者の選任理由および期待される役割の概要について

中本晴邦氏は、長年にわたり幸建設株式会社の代表取締役社長を務められており、経営者としての豊富な経験と
幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコ
ーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくことが期待され、社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。

５． 中本晴邦氏の社外取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年であります。
６． 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役等が業務に起因して賠償責任を負った場合

における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きます。）等を補填することとし
ております。各候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容で
の更新を予定しております。
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第２号議案 監査役２名選任の件
監査役山下晃弘氏は、本定時株主総会終結の時をもって辞任により退任いたします。また、監

査役太田義弘氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所有する当社

株式の数

１

鈴 木 利 昭
(昭和34年４月10日生))

昭和 57年４月 当社入社
平成 15年10月 特殊機器開発本部周辺機器開発部長
平成 23年11月 技術開発本部プロセス設計部長
平成 28年４月 技術開発本部開発第二部長
平成 30年５月 品質保証本部副本部長
平成 31年４月 品質保証本部長
令和 ４年４月 品質保証本部シニア本部長

現在に至る

－株

２

太 田 義 弘
(昭和27年10月25日生)

平成 18年５月 株式会社三桂製作所入社
平成 18年６月 株式会社三桂製作所取締役
平成 24年９月 株式会社三桂製作所常務取締役
平成 27年６月 新潟三桂株式会社取締役

現在に至る
当社監査役
現在に至る

平成 31年３月 株式会社三桂製作所専務取締役
現在に至る

（重要な兼職の状況）
株式会社三桂製作所専務取締役
新潟三桂株式会社取締役

－株

（注） 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 太田義弘氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者であり、東京証券取引所に独立役員として届け

出ております。
3. 社外監査役候補者の選任理由について

経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくために、社外監査役として選任をお
願いするものであります。

4. 太田義弘氏の社外監査役の在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって８年であります。
5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、監査役等が業務に起因して賠償責任を負った場

合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きます。）等を補填することと
しております。各候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内
容での更新を予定しております。
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第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本定時株主総会終結の時をもって退任される監査役山下晃弘氏に対し、その在任中の功労に報

いるため、当社の内規に基づき相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することとし、その具
体的金額、贈呈の時期および方法等につきましては、監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
なお、退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

山 下 晃 弘 平成 25年６月 当社常勤監査役（現任）

以 上
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株 主 メ モ

事 業 年 度 ４月１日～翌年３月31日

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

同総会議決権行使
株 主 確 定 日 ３月31日

期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ３月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 中間配当を行う場合は９月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
電話: 0120－232－711 （通話料無料）
受付時間: 土・日・祝祭日を除く平日９時～17時

郵送先: 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 株式会社東京証券取引所（スタンダード市場）

公 告 方 法
電子公告により、
当社ホームページ http://www.kiphq.co.jp/ に掲載いたします。
ただし、電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じ
たときは、日本経済新聞に掲載いたします。

単 元 株 式 数 100株

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座

管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合
わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意くだ
さい。

２．特別口座に記載された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合わせくだ
さい。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

３．未受領の処分代金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
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